
Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

北海道開発局建設業等の働き方改革実施方針

令和８年 ３月
北海道開発局

参 考 資 料

※「＜取組Ⅱ＞インフラＤＸの推進については、北海道開発局ＨＰ（以下URL）の
「北海道開発局インフラＤＸ・i-Constructionアクションプラン」を参照。

（北海道開発局ＨＰ）https://www.hkd.mlit.go.jp/ky/jg/gijyutu/splaat000001x3oy.html



【参考】 建設業等の働き方改革の経緯等について（１／２）

○ 人口減少と少子高齢化の急速な進展に伴って生産年齢人口が減少する中、建設業等におい
て技術者、技能者の確保が難しくなっており、社会インフラの整備・維持管理や災害対応に
重要な役割を担っている建設産業の担い手確保・育成に向けて、建設業等の働き方改革の実
現は急務となっている。

○ そのような中、建設業については、政府の「働き方改革実行計画」（平成29年3月28日働
き方改革実現会議決定）において、労働基準法の改正の方向性として、災害からの復旧・復
興に関するものを除き、時間外労働の罰則付き上限規制の一般則を適用することとされてい
るところである。
その対応として、「建設工事における適正な工期設定等のためのガイドライン」（平成29

年8月28日関係省庁連絡会議申し合わせ）が策定されるなど建設業の働き方改革に向けた取
組が進められてきたところである。

○ 国土交通省では、この流れを止めることなく加速させるため、平成30年3月20日「建設業
働き方改革加速化プログラム」を策定し、長時間労働の是正、給与・社会保険、生産性向上
の3つの分野で、関係者が認識を共有し、密接な連携と対話の下で施策を展開している。

○ 公共工事の品質確保において、令和元年6月には「新・担い手3法（品確法と建設業法・
入契法の一体的改正）」が成立し、建設業の働き方改革の推進や生産性向上への取組等が
進められた。

○ 令和6年6月「第三次・担い手3法（建設業法・公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する
法律・公共工事の品質確保の促進に関する法律）」が成立し、インフラ整備の担い手・地域の守
り手である建設業等がその役割を果たし続けられるよう、担い手確保・生産性向上・地域における
対応力強化などの取組が示された。

【背景と趣旨（１／２）】
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【参考】 建設業等の働き方改革の経緯等について（２／２）

〇 北海道開発局では、北海道の建設業及び建設関連業（測量業、地質調査業、建設コンサルタン
ト、補償コンサルタント）について、労働環境の整備並びに技術者・技能労働者の確保・育成及
びその活躍に資する施策を推進するため、平成29年10月24日に「北海道開発局建設業等の働き方
改革推進本部」を設置し、年度毎に「北海道開発局建設業等の働き方改革実施方針」を策定して
取組を進める。

〇 建設業は、直轄工事を通じて、完全週休２日を含む週休２日が可能な業界であることを確認。
他方、地域の実情や現場の状況等により、多様な働き方を求められる状況を踏まえ、最新の知見・技術
を総動員した多様な働き方の実現を目指していく。

【背景と趣旨（２／２）】

平成３０年７月６日 「働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律」が成立(同日公布)
平成３１年４月１日 同法施行 （※中小コンサルは１年の猶予、建設業は５年の猶予）

平成２９年１０月２４日 北海道開発局建設業等の働き方改革推進本部設置

平成２９年１２月１２日 平成２９年度 北海道開発局建設業等の働き方改革実施方針策定

平成３０年 ４月２３日 平成３０年度 北海道開発局建設業等の働き方改革実施方針策定

～（中略）～

令和 ８年 ３月２５日 令和８年度 北海道開発局建設業等の働き方改革実施方針策定

＜推進本部設置目的＞

北海道開発局においては、北海道の建設業及び建設関連業（測量業、地質調査業、土木関係コンサルタント、建築関係コンサルタント及び
補償関係コンサルタント）について、「適正な工期設定」、「適切な賃金水準の確保」、「週休２日の推進などによる休日確保」など、労働
環境の整備及び技術者・技能労働者の確保・育成やその活躍に資する施策を推進するため、推進本部を設置する。

【北海道開発局における取組経緯】

北海道開発局



地域の実情を踏まえた多様な働き方の実現
北海道開発局



建設工事における猛暑対策サポートパッケージ【概要版】
北海道開発局



工事及び業務における現場環境改善（ウィークリースタンス）の取組

・施工効率向上プロジェクト、「業務成果」品質向上プロジェクトを通じて全ての工事及び業務を対象に現場環境の改善に
向けた取組を実施。標準項目として、「依頼日・時間及び期限に関すること」、「会議・打合せに関すること」、「業務時間外
の連絡に関すること」を設け、現場環境改善に努める。

北海道開発局

①各市町村への取組周知
R7.2.25～R7.7.31までに全ての振興局を対象に
入札契約適正化推進に向けた市町村説明会を開催し
周知した。

②開発局職員への取組周知徹底
R7.8.20 職員向け説明会
（工事）施工効率向上プロジェクト、業務成果品質向上
プロジェクトについてのWEB説明会を実施し、取組の
周知徹底を図った。
③外部への取組周知
外部向けの出前講座・各種講習会等で、施工効率向上
プロジェクト・業務成果品質向上プロジェクトを通じた労働
環境の改善の取組を周知した。

＜参考＞令和７年度 施工効率向上プロジェクト ⑥業務環境改善より

＜取組の周知＞

市町村説明会による周知 出前講座等による周知



「工事書類簡素化のポイント」 の浸透・定着を図る

簡素化できるのに監督職員から作成指示が
あった不適切な内容は、新たに追記または
以前より記載がある項目は吹き出しで明示

受注者より、「監督職員は適切だが担当技術
者（工事監督支援業務）の理解が不足してい
る」との声を踏まえ、

「工事監督支援業務の調査職員は担当技術
者に通知し、認識の共有を図ること」を追記

受注者より、「マニュアルの種類が多い」 との
声を踏まえ、使用するタイミングごとに、主なマ
ニュアルの概要をまとめた一覧を追加

北海道開発局

• 令和6年3月「工事書類簡素化のポイント」を公表した

• 説明会における質疑やアンケートを踏まえ、R6年12月に簡素化Q&Aを改訂し、さらにR7年3月に冊子を改訂

• その後、各建設業協会や工事監督支援業務受注者を対象とした説明会の開催、建協（土木委員会）・地方建

協との意見交換会・発注者協議会で紹介、全道の建青会において本取り組みを紹介し各市町村に対しての

営業活動を実施した。また、開発局内部としては研修や各種会議において複数レベル（管理職や実務担当者

など）に対しての周知及び説明会を実施し、本取り組みの浸透を図った

• 今後も改訂を行い、引き続き受発注者に対しての説明会を開催し、定着を図る



検査書類限定型工事の徹底を図る

• 検査書類限定型工事とは、工事検査において、監督職員と技術検査官の重複確認を廃止し、効率的に進め

ることで、受発注者の負担軽減を図る取り組み

• 北海道開発局においては、令和6年4月より全ての工事（営繕を除く）を対象に実施することとした

• 工事フォローアップ調査結果より、簡素化の割合は R6の95%からR7は97%に上昇

• 令和8年度も引き続き「工事書類簡素化のポイント」の周知・定着と合わせて徹底を図る

●工事フォローアップ調査

発注者から簡素化ができる書類の提出を求め
られたか？（1月27日時点 N=226)

求められていない

（簡素化できた） 97％

求められた（簡素化できていない） 3％
• 臨場状況の写真 2件

• 設計変更資料作成 1件

• 施工体制台帳の添付資料 1件

• 詳細不明（未記入）3件

● アンケートにおいて、工事検査に関わる不適切

な行為についての指摘はない。引き続き周知

徹底を図る

北海道開発局



受注者からの「建設業の時間外労働・相談・苦情・問い合わせ」窓口

• ・令和6年度、時間外労働の上限規制を踏まえ、より柔軟に相談を受けられるようメールおよび電話でも受け

付けできるよう窓口を拡大した

• ・開発建設部における活用状況として、R6は相談窓口としての対応はなかったが、この窓口があるため日々

行っている建設業者との応対がしやすくなっているとの意見があった

• ・令和8年度も引き続き、受け付け体制を維持する

https://www.hkd.mlit.go.jp/ky/jg/koujikanri/u23dsn0000000rsr.html

北海道開発局

HP掲載箇所



建設業フォローアップ相談ダイヤル・駆け込みホットライン

○ 建設業フォローアップ相談ダイヤル～建設業に関する様々な相談を受け付ける番号（メールでも可）
○ 駆け込みホットライン～建設業法違反の通報を受け付ける窓口（情報収集フォーム、電話）

北海道開発局



「建設業の魅力発信！動画コンテスト」

○地域の産業・暮らしや生産空間の維持等に不可欠なインフラ整備のみならず、激甚化・頻発化する災害へ
の対応等を担う建設業の魅力を知っていただき、より一層関心を深めてもらうことを目的として、「建設業の魅
力発信！動画コンテスト」し、応募１８作品から上位１０作品の表彰式を令和８年３月９日に行いました。

【表彰式】
日時：令和８年３月９日(月) １３:３０～
場所：札幌第１合同庁舎 ２階講堂

【主催】
国土交通省 北海道開発局、 北海道建青会

◆最優秀賞
「この島で生まれ、この島を守るために。」 株式会社 中田組

◆優秀賞
「変化に生きる建設業」 SUNAGO SMILE CREATOR’S

◆入賞
「Spirit of Builders～図面を越えて、届け未来へ。

革新と情熱が創る建設業の 『真価』～」 株式会社 磯田組
「農業のミライを創る土木技術者たち」  荒井建設 株式会社
「俺達は今日も挑み続ける」  タカハタ建設株式会社

「建設現場で事故にあった俺が未来に
転生したら極楽すぎた件」  株式会社田中組

「夏休みに5日間建設業体験してみた」   光栄建設工業株式会社
「見えないところで、日々をつないでいく。」  萩原建設工業株式会社
「伝えたい建設業の魅力３選 」   株式会社ササキ
「「muka ～水川を越す～」」   北海道オホーツク総合振興局網走建設管理部

北海道開発局

新
た
な
取
組

■
令
和
７
年
度

＜作品募集ポスター＞ ＜投票開始ポスター＞

＜受賞者の皆様＞

＜名詞型チラシ＞
「建設業の魅力発信！動画コンテスト」YouTubeチャンネル ➢

※全１８作品がご覧になれます。



○ 国、道、札幌市において、令和６年度までにCCUS活用モデル工事を実施済
○ 直轄工事において、ＣＣＵＳの適切な活用を目指し、活用方法の周知や独自の活用マニュアルの配付を実施
○ 建設Ｇメン調査においても建設業者に資料を配付して、CCUSの理解促進や活用の依頼を実施
○ 建設キャリアアップシステム処遇改善推進北海道地方連絡協議会にて最新情報を共有
※登録数（北海道） Ｒ６年度（ 11,544事業所、83,141人）→Ｒ７年度（12,386事業所、92,965人）

建設キャリアアップシステム普及促進のための取り組みについて
北海道開発局

R８年１月末時点



国が示す「労務費の基準」を著しく下回る見積りや、当該基準を著しく下回ることとなる労務費への変更依頼・契約締結の禁止など、昨
年６月に公布された改正建設業法により措置された労務費の確保とその支払いのための新たなルールが、本年１２月までに施行すること
になっている。【追記：令和７年１２月１２日施行】

適正な労務費の確保と技能者への賃金支払の実効性を確保するため、発注者を含めた請負契約の各当事者に対して、指値発注などの既存
ルールとともに新たに措置されたルールについて、強く遵守を求めていく必要がある。

昨年度に引き続き書面調査を大幅に拡大し、そこで把握した情報や「駆け込みホットライン」に寄せられた通報を活用し、違反の疑いの
ある取引を優先して建設Ｇメンが実地調査を行い、不適当な取引行為に対する改善指導等を通じて、取引の適正化を図っていく。

令和７年度の建設Ｇメンの取組（建設業法令遵守推進本部の活動方針 ［令和７年度］）

建設Ｇメンの実地調査
（主な調査事項）

法令遵守に向けたその他の取組

適正な請負代金・労務費の確保

注文者が指値や一方的な請負代金の減額等をしてい
ないか、受注者が請負代金のダンピングをしていな
いか

注文者が受注者の提出した見積額に対して労務費の
大幅な減額を求めるなど不適当な見積変更依頼をし
ていないか、受注者が労務費等のダンピングをして
いないか

労務費等の見積額や見積変更依頼後の額が不適当な
金額になっていないか 等

法令違反疑義の収集

「駆け込みホットライン」に通報があった場合の対応とし
て、通報者が被通報者により特定されて不利益な取り扱い
を受けることがないよう、通報者の保護に特に努める

立入検査の実施

建設Ｇメンの調査等により違反を把握した建設業者に対し
て強制力のある立入検査を実施

関係機関との連携

都道府県労働局等との連携による「都道府県建設業関係労働
時間削減推進協議会」の開催等を通じ民間発注者等に適正な
工期設定を働きかけ

賃金支払状況の確認や請負代金(総価)に係る不当な行為に対
しての措置請求など、実効性を高めるため関係機関と連携

建設業取引適正化推進期間

10～12月を「建設業取引適正化推進期間」と位置付け、法
令遵守に向けた普及啓発を重点的に実施

建設Ｇメンも、同期間を「集中月間」と位置付け、とりわ
け重点的な取組を実施

適切な価格転嫁

資材価格の高騰等に係る「おそれ情報」について、
受注者は契約締結前に注文者に通知しているか

資材価格の高騰等による請負代金や工期の変更につい
て、受注者から注文者に対する変更協議の申出状況、
当該申出を踏まえた注文者の変更協議の対応状況

注文者が「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関
する指針」に基づいて、労務費の価格転嫁に向けて採
るべき行動をとっているか 等

適正な工期の設定

受注者は「工期に関する基準」に基づき、時間外労働
の上限規制を遵守した適正な工期の見積りを行ってい
るか

注文者は受注者の工期の見積内容を尊重し、受注者に
よる規制違反を助長していないか

工期設定の際の「工期に関する基準」の考慮状況、設
定された工期による時間外労働の状況 等

適正な下請代金の支払

注文者が手形の割引料等のコストを一方的に受注者の
負担としていないか

手形期間が60日を超える「割引困難な手形」となって
いないか（発注者の手形期間等も調査）

注文者が下請代金のうち労務費相当部分を現金で支
払っているか 等

【主な調査内容】 【主な調査内容】

【主な調査内容】 【主な調査内容】



公共工事設計労務単価水準

「労務費に関する基準」により、公共工事・民間工事を問わず、下請取引を含めて適正な労務費（賃金の原資）を
確保するとともに、「CCUSレベル別年収」による、個々の技能者の経験・技能に応じた適正な賃金の支払いを目指す。

発
注
者

元
請

下
請

適正労務費 適正労務費

技能者 (CCUSレベル4)

技能者 (CCUSレベル3)

技能者 (CCUSレベル2)

技能者 (CCUSレベル1)

労務費に関する基準で担保 CCUSレベル別年収を支払い

労務費に関する基準の考え方とその実効性確保策のパッケージ

入口での取組（契約段階における実効性確保）
労務費・必要経費等を明示した見積書の商慣行化に
よる適正な労務費の確保
自主宣言制度(※)による適切に技能者を処遇する事業者の
見える化・優先選定 等

出口での取組（労務費・賃金の支払いの実効性確保）
CCUSレベル別年収の支払いの推進
契約当事者によるコミットメント制度(※)の活用を
通じた適正な労務費・賃金支払いの確認 等

公共工事における上乗せの取組（公共発注者による実効性確保）
労務費ダンピング調査の実施 総労働時間を把握するための取組の実施 等

実効性を確保

・ 賃金を値下げの原資とする価格競争が行われる状況を変革し、技能者の処遇が確保された上での価格や、受注者の技術力や施工の質、生産性の
高さ等を競う健全な競争環境を実現し、技能者の処遇改善に取り組む事業者が競争上不利にならないようにする。

職種分野ごとに、単位施工量当たり
労務費の形で、基準を踏まえた
適正な労務費の具体値を設定

労務費等を内訳明示した見積書

適正な支払い

技
能
労
働
者

適正賃金

※改正建設業法の処遇改善に係る努力義務の実践、CCUSの活用、取引時における宣言企業
の優先選定を行う事業者を見える化し、インセンティブを付与する制度

※請負契約において労務費・賃金の適正な支払に係る表明や情報開示への合意に関する条項
を設け、注文者が受注者の労務費・賃金支払の状況等を確認できることとする制度



情報通信技術を活用した建設工事の適正な施工を確保するための基本的な指針（ICT指針）

【建設現場へのICT導入にあたり、建設業者が留意すべきポイントと事例】
＜留意点(例)＞

工種・工程・要求精度に見合った最適な機器の選定
ICT活用による技術者の兼任制度活用とのシナジー
下請業者等との連携・協働
技術者や技能者の技能向上

ウェアラブルカメラ

3Dレーザースキャナー

背景・課題
「地域の守り手」である建設業においては、担い手確保が喫緊の課題
建設業の持続可能な発展のため、現場管理の効率化・生産性向上に
資する建設業のICT化が不可避
建設分野におけるICT活用に向けた技術開発が進展しつつある
一方、建設業のICT化は不十分な現状

ICT施工の取組状況

37%

（一社）全国建設業協会調べ（R6d）

①ＩＣＴ活用による現場管理を努力義務化（特定建設業者・公共工事受注者）
②ＩＣＴ活用による現場管理の下請に対する指導を努力義務化（元請）
③ＩＣＴを活用した現場管理の指針作成（国） ④公共工事でのＩＣＴ活用に向けての助言・指導等（公共工事発注者）

第三次・担い手３法
赤字 事業者の取組

青字 国・発注者の取組

ICT指針の概要
○ 建設業者によるICTを活用した生産性向上策への積極的取組み、ICTを活用した施工管理を担う人材育成が待ったなしの課題
○ 特定建設業者はもちろん、その他の建設業者についても、経営規模等に応じたICT化への取組みが不可欠
○ 建設業のICT化の実現には、建設業者だけでなく、発注者・工事監理者・設計者等の理解が不可欠
○ 建設業者間での共同での新技術の開発・研究の促進による、さらなる技術開発推進が必要
○ 工事現場においてICTを活用しやすくなるよう、発注者も通信環境の整備について協力
○ i-Construction2.0の推進も含めた建設業全体のICT化を推進し、省力化による生産性向上・建設業の魅力向上を実現
【バックオフィスに関するICT活用のために取り組むべきこと】

• 元請・下請間の書類等のやり取りの合理化
• CCUS、建退共電子申請方式の積極的活用
• 電子契約等の積極的活用
※国・自治体は、公共工事におけるASPの
積極的活用、書類の簡素化が必要

〈
主
な
ポ
イ
ン
ト
〉

国交省調査（ R6d ）

1.7%

15.3%

83.0%

電子契約の導入割合

取り組んでいる

全て電子契約

一部電子契約

全て書面契約

0 20 40 60

労働時間管理の徹底

書類授受の省力化

ITツールの活用

処遇の改善

ICT建機の導入

建設会社（元請・下請）が実施している

長時間労働是正のための取組（上位5位）

(%)

(N=1276)

(N=1496)
(N=9136)

63%

国交省調べ（R5d）
国交省調べ（R6）

取り組んでいない

（※）情報通信技術を活用した建設工事の適正な施工を確保するための基本的な指針（ICT指針）に関する事例集
https://www.mlit.go.jp/tochi_fudousan_kensetsugyo/const/content/001851357.pdf

ICT事例集(※)⇒



道内市町村に係る入札契約適正化キャラバン（実施結果）

１．目的・趣旨
市区町村の入札契約の適正化を一層進めるため、北海道開発局及び北海道において、入札契約の取組が遅れてい

る管内市町村に対し、直接、個別訪問により改善を支援することを目的に実施する。【全国統一の取組】

２．重点テーマ、対象市町村
・ 今年度は「週休２日工事の実施＊」をテーマに、建設業の働き方改革の推進、長時間労働是正、担い手確保・育成
及び現場労働環境の改善のため、未実施である市町村で早急に実施されるよう支援を行う。
・ 対象市町村は、令和７年７月末時点で未実施のうち重点地域（空知・後志）の１３市町村。
＊週休２日工事の実施 …週休２日工事又は週休2日交替制工事を１件以上実施していることを指す。

３．実施内容・結果
上記１３市町村に北海道開発局と北海道の職員が訪問（Web、書面も含む）等し、市町村が実施をするうえでの

課題や問題点について聞き取りや意見交換を行い、令和７年度～令和８年度発注工事への実施に向けた取組を支援
した。その結果、１３市町村全てから令和７年度に実施済または令和８年度から実施するとの回答を得た。

４．訪問時期
令和７年１１月～１２月

５．訪問者
北海道開発局 事業振興部 建設産業課 建設産業企画官又は課長補佐
北海道 建設部 建設政策局 建設管理課 課長補佐

６. 対応者
各市町村の入札契約担当課長及び建設工事発注担当課長

北海道開発局
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